
 環境カウンセラー 
 広島連塾Sus☆テラス 事務局長 大西 康史 

 2013年 2月24日（日） 
シンポジウム「地域のエネルギー自立を目指して」 

「地域の、地域のための、 
 再生可能エネルギーの普及」 



① なぜ､「再生可能エネルギー」？ 
 

② 地域で実施するに当たっての 
  ハードル 
 

③ 求める姿とは？ 
 

④ 最後に 
 （当会がやろうとしていること） 

おしながき 



① なぜ､「再生可能エネルギー」？ 

そもそも 



儲かるから？ 



再生可能エネルギー買取価格・期間（2012年度） 

（出典：資源エネルギー庁） 



地球温暖化防止につながるから？ 



エネルギー種別CO2排出量 

（電力中央研究所データを元に大西作成） 



脱原発／原発依存脱却 
エネルギー安定供給につながるから？ 



革新的エネルギー・環境戦略（2012.9 エネ環会議） 

（出典：国家戦略室 エネルギー・環境会議） 



地域のこと・地域社会への貢献 

これらと同時に忘れてはならないのが、 

（持続可能で健全な地域社会の創出） 



人・資源・金・情報 etc. が“地域外”に流出 
（地域外：国外や、域外資本） 

一極集中型のエネルギー供給 
（大型火力発電や原子力発電等） 

人・資源・金・情報 etc. が“地域内”で循環 

地域分散型のエネルギー供給 
（“地域主体”の再エネ事業） 



FIT（固定価格買取制度）を先に導入したドイツでは 
 
 

地域を中心に多くの雇用を創出 

再エネ分野 雇用者数 
（電力のみ） 

（参考）ドイツ自動車産業 雇用者数：約70万人 

再エネ分野 雇用者数 
（電力＋熱＋交通） 

（ドイツ環境省データを元に大西作成） 

（人） 



一方、日本では 
 
 

地域に十分還元されていない事例が多数 

（例）青森県の風力発電事業 
 

   ⇒ 203基中194基が県外資本所有（2012.5末） 

（2012.12.12  河北新報） 



ケースバイケースだが、地域に還元される収益は、 
概ね“全収益の1割強”との試算例も（メガソーラーの場合） 

（2012.6.27  中国新聞） 

（例）中国地方のメガソーラー計画 
 

   ⇒ 19ヶ所中12ヶ所の本社が当該県外に所在 
        （※ 新聞掲載時公募中案件及び中国電力による計画を除く） 

本社等が当該県外にある資本 
（中国電力を除く） 

域外資本に 
よる事業 



このまま進むと… 



人・資源・金・情報 etc. が“地域外”に流出 

“地域主体でない”再エネ事業 

むしろ、地域社会の健全な発展の足かせに… 
 
 
 

   （自然を破壊する可能性 
    ・再エネ普及を阻害する可能性も） 



デンマークでは… 

陸上風力の87％を、 
地域の住民、住民グループ（協同組合）が所有 

ドイツでは… 

再エネの半数以上を、 
地域の住民、住民グループ（協同組合）が所有 

地域主体による所有割合等を、法律等で規定 

また、土地利用計画で、無秩序な開発を規制 



その他の違い 

FIT（固定価格買取制度・再エネ特措法）が目的とするもの 

（目的） 
第一条 
 この法律は、特に気候保護・環境保護に関して、持続可能なエネル
ギー供給の発展を可能とし、長期的な外部費用効果も考慮することに
よって、国民経済における総費用を低減させ、化石燃料を節約し、再生
可能エネルギーによる発電技術をさらに発展させることを目的とする。 
 
２ この目的を達成するため、電力供給における再生可能エネルギーの
割合を次のとおり向上させる。また、この電力量を電力供給システムに
統合する。 
 
 一 2020年までに35％以上 
  （最終エネルギー消費の18％以上） 

 二 2030年までに50％以上 
 三 2040年までに65％以上 
 四 2050年までに80％以上 

ドイツの法律 
（下線部は日本の法律には記載されていない） 



“地域  で再エネ事業を実施するに当たっては 
多くのハードルがある 

” 

しかし、 



② 地域で実施するに当たってのハードル 



実績がない 



人がいない・組織/体制がない 



資金がない 



情報がない 



さらには、 
再エネの1つ“バイオマス”については、苦い経験も 

（2011.2  総務省から改善勧告） （出典：総務省） 



では、私たちは 
 

どのようにすれば良いのでしょうか？ 



③ 求める姿とは？ 



  “地域分散型”の再エネによるメリット 
 

（経済・温暖化防止・エネルギー＋地域）を適切に還元 



（例）高知県檮原町の取組 
 

   ⇒ 風力発電の売電益を地域に還元 

（出典：高知県檮原町） 



” 

（例）○ コナン市民共同発電所 
 
 

     ○ 環境維新ファンド  さつま自然エネルギー 
 

   ⇒ 「市民ファンド」を行うとともに、 
 

     「市民ファンド」の出資者へのリターンに 
 

     “地域  の特産品を組み込んでいる 

出資 

分配・リターン 
（ 地域 の特産品など） 

“地域主体” 
による 

事業主体 

再エネ事業 

“  ” 

事業 

売電益 

出資者 
（市民等） 



④ 最後に（当会がやろうとしていること） 



広島県内環境ＮＧＯのネットワーク組織 

＜広島連塾Sus☆テラス世話人名簿＞ 

広島連塾Sus☆テラスとは？ 

 「みんなのエネルギー・環境会議 広島」開催をきっかけに 
 

   広島を 
 
 

   “持続可能で、次世代の希望があふれる地域 
     （Hiroshima for Sustainability）とすること” 
 
 
 

                を目的として、設立（2012.4） 



  ・エネカフェひろしま（3回） 

実施してきたこと・これから実施すること 

第1回エネカフェひろしま 
（テーマ：エネルギー・環境に関する選択肢） 

第2回エネカフェひろしま 
（テーマ：小水力発電） 

テーマ：エコ生活実践者の暮らしを学ぶ 

・エコツアー（1回） 

そして・・・ 
 

  ・地域主体の再生可能エネルギー事業（現在、準備中） 
（Sus☆テラスとは別に事業主体を立ち上げ、Sus☆テラスはそれをサポート） 

広島だからこそ・・・ 



  地域で実践し、成功例をつくることで 
“Hiroshima for Sustainability”を実現 






